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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

    ３. 平成15年11月４日付で一般募集による新株式発行（発行額2,429百万円、発行株式数1,000,000株）、平成15

年12月５日付でオーバーアロットメントによる売出しに関連した第三者割当増資（発行額97百万円、発行株

式数40,000株）を実施しております。 

回次 第31期中 第32期中 第33期中 第31期 第32期 

会計期間 

自平成15年 
４月１日 
至平成15年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成15年 
４月１日 
至平成16年 
３月31日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

売上高 (百万円) 69,511 98,075 94,249 165,126 182,338 

経常利益 (百万円) 1,930 2,729 2,066 4,289 4,520 

中間（当期）純利益 (百万円) 1,086 1,618 1,178 2,367 2,619 

純資産額 (百万円) 15,285 20,354 22,664 18,919 21,417 

総資産額 (百万円) 51,930 69,257 71,129 65,202 62,781 

１株当たり純資産額   (円) 1,497.07 1,809.38 2,014.88 1,678.79 1,900.98 

１株当たり中間(当

期)純利益 
  (円) 106.39 143.84 104.73 220.08 229.92 

潜在株式調整後１株

当たり中間(当期)純

利益 

  (円) － － － － － 

自己資本比率   (％) 29.4 29.4 31.9 29.0 34.1 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) 1,269 694 -56 -2,454 1,953 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) -355 -1,066 -522 256 -1,398 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) -77 601 365 2,316 796 

現金及び現金同等物

の中間期末（期末）

残高 

(百万円) 6,587 6,822 8,001 5,605 7,930 

従業員数 

[外、平均臨時雇用者

数] 

  (人) 
360 

(53) 

368 

(65) 

375 

(61) 

358 

(58) 

365 

(61) 



(2)提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

３. 平成15年11月４日付で一般募集による新株式発行（発行額2,429百万円 発行株式数1,000,000株）、平成15

年12月５日付でオーバーアロットメントによる売出しに関連した第三者割当増資（発行額97百万円、発行株

式数40,000株）を実施しております。 

４. 第31期の１株当たり配当額には、東京証券取引所市場第１部指定記念配当５円が含まれております。 

回次 第31期中 第32期中 第33期中 第31期 第32期 

会計期間 

自平成15年 
４月１日 
至平成15年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成15年 
４月１日 
至平成16年 
３月31日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

売上高 (百万円) 32,472 45,527 35,075 76,195 79,282 

経常利益 (百万円) 1,099 1,551 1,398 2,509 2,724 

中間（当期）純利益 (百万円) 628 917 809 1,427 1,597 

資本金 (百万円) 1,920 3,184 3,184 3,184 3,184 

発行済株式総数 (千株) 10,236 11,276 11,276 11,276 11,276 

純資産額 (百万円) 12,383 16,287 17,602 15,787 17,051 

総資産額 (百万円) 30,475 39,921 35,282 39,102 36,303 

１株当たり純資産額 (円) 1,212.87 1,447.86 1,564.87 1,400.39 1,512.91 

１株当たり中間（当

期）純利益 
(円) 61.58 81.52 71.99 131.50 139.04 

潜在株式調整後１株当

たり中間（当期）純利

益 

(円) － － － － － 

１株当たり中間(年間)

配当額 
(円) － － － 30.00 33.00 

自己資本比率 (％) 40.6 40.8 49.9 40.4 47.0 

従業員数 

[外、平均臨時雇用者

数] 

(人) 
207 

(53) 

213 

(65) 

212 

(61) 

199 

(58) 

207 

(61) 



２【事業の内容】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、重要性が増したことにより次の会社を持分法適用の関連会社といたしました。 

  

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は（ ）内に当中間連結会計期間の平均人員を外数で記載してお

ります。 

２．全社（共通）として、記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属してい

るものであります。 

(2）提出会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、当中間会計期間の平均人員を（ ）外数で記載しております。

(3）労働組合の状況 

 現在、当社グループで労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

名称 住所 資本金 主要な事業内容 
議決権の所有割
合又は被所有割
合（％） 

関係内容 

CU TECH CORPORATION 大韓民国 京畿道 7,000百万ウォン
 電子機器及び部

品の製造販売 
45.0 

回路ユニット製造

の資材調達 

役員の兼任１名 

  平成17年９月30日現在

事業部門の名称 従業員数（人） 

半導体及び電子部品等コンポーネント事業 280 (４） 

産業電子機器及び伝送端末機器等システム機器事業 71 （54） 

全社（共通） 24 （３） 

合計 375 （61） 

  平成17年９月30日現在

従業員数（人） 212 （61） 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1)業績 

 当中間連結会計期間のわが国経済は、設備投資の回復、堅調な個人消費、雇用環境の改善などに見られるよう

に景気は踊り場から脱却しつつあり、トレンドとしては緩やかな景気回復基調が続いているものの、原油価格の

高騰など不透明感も多く予断を許さない状況にあります。 

 半導体電子部品市場は、期初の予想と比較して決して悪いとはいえない見通しですが、当社グループの主市場

であるデジタル家電向けについては、セット価格の急激な低下による部品価格値下げの要求が強く、数量の伸張

に比して売上高を伸ばすことが非常に困難な状況で推移しました。  

 このような状況のもと当社グループはデジタル家電市場の主力製品であるデジタルカメラ、ＤＶＤ、薄型テレ

ビ向けのＣＣＤ、ＬＣＤ、レーザーダイオードの価格低下が当中間連結会計期間の業績に大きく影響しました。

 またＥＭＳ事業（電子機器の受託製造・適時供給）は中国華東地区（上海・蘇州）でも事業体制を強化したこ

とにより売上高は堅調に推移しましたが、価格下落の影響を受けて収益面では厳しい状況となりました。 

 以上の結果、当中間連結会計期間の業績は、期初において見込んでいた計画は大きく達成したものの、売上高

942億49百万円（前年同期比3.9％減）、営業利益19億70百万円（前年同期比23.0％減）、経常利益20億66百万円

（前年同期比24.3％減）、中間純利益11億78百万円（前年同期比27.2％減）となりました。 

事業部門別の業績は次のとおりであります。 

［半導体及び電子部品等コンポーネント事業］ 

 デジタルスチルカメラ、デジタルビデオカメラ、ＤＶＤの需要が引き続き堅調に推移しましたが、これらに

関連するＣＣＤ、ＬＣＤ、レーザーダイオードの価格低下が止まらず、売上高は前年同期比の減少となりまし

た。ＥＭＳ事業は価格の下落はありましたが売上は堅調に推移しました。 

海外半導体メーカー関連では、サムスン製品の取り扱いで価格下落の影響を売上数量でカバーしましたが、

前年同期比微減となりました。 

 この結果、当該部門の売上高は、927億36百万円（前年同期比4.3％減）となりました。 

［産業電子機器及び伝送端末機器等システム機器事業］ 

 非接触ＩＣカード（フェリカ）技術を利用した自社開発モジュールによる新たな市場開拓や遊技機器用開錠

装置の製品化により品揃えが充実し売上の増加を実現しました。また半導体メーカーからの品質検査受託業務

におきましては、有害物質分析サービス、鉛フリー化対応試験業務の充実で前年同期を大幅に上回りました。

 この結果、当該部門の売上高は15億13百万円（前年同期比25.2％増）となりました。 

 所在地別セグメントの業績は次のとおりであります。 

イ.日本 

   日本ではパソコンや携帯電話の底堅い需要に加え、デジタル家電向け半導体の在庫調整が進みました

が、セット価格の急激な低下による部品価格値下げの影響により、売上高は612億62百万円（前年同期比

14.5％減）営業利益は16億32百万円（前年同期比20.8％減）となりました。 

ロ.東南アジア 

   アジア経済の成長率が多少鈍化しているものの、中国を中心とした需要増加傾向を背景にＥＭＳ事業が

順調に推移し、売上高は334億73百万円（前年同期比22.7％増）となりましたが、価格下落の影響により営

業利益は5億25百万円（前年同期比23.8％減）となりました。 

ハ.北米 

   北米では雇用環境の改善や個人消費の堅調な推移により経済の拡大基調が継続したことに加え、ＶＭＩ

関連ビジネスが順調に推移し、売上高は48億74百万円（前年同期比28.6％増）営業利益は72百万円（前年

同期比3.6％増）となりました。 



(2)キャッシュ・フロー 

 当中間連結会計期間における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、税金等調整前中間

純利益が20億71百万円（前年同期比24.1％減）となり、当中間連結会計期間末には80億１百万円となり、前連結会

計年度末と比べ71百万円増加いたしました。 

 （営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果使用した資金は、56百万円（前中間連結会計期間は６億94百万円の資金の増加）となりました。

これは主に、法人税等の支払額９億52百万円及び売上債権の増加と棚卸資産の増加が仕入債務の増加を14億85百万

円上回ったことによるものであります。 

 （投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果使用した資金は、５億22百万円（前中間連結会計期間は10億66百万円の資金の使用）となりまし

た。これは主に定期預金への預入によるものであります。 

 （財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果獲得した資金は３億65百万円（前中間連結会計期間は６億１百万円の資金の調達）となりまし

た。これは主に運転資金のための短期借入金の増加によるものであります。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当中間連結会計期間の生産実績を事業部門ごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は販売価格によっております。 

２．金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）商品仕入実績 

 当中間連結会計期間の商品仕入実績を事業部門ごとに示すと、次のとおりであります。 

(3）受注状況 

 当中間連結会計期間における受注状況を事業部門ごとに示すと、次のとおりであります。 

    (4）販売実績 

 当中間連結会計期間の販売実績を事業部門ごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．前中間連結会計期間及び当中間連結会計期間の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対

する割合は次のとおりであります。なお、当該割合が100分の10未満である中間連結会計期間については記

載を省略しております。 

    ２．金額には、消費税等は含まれておりません。 

事業部門の名称 
当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前年同期比（％） 

産業電子機器及び伝送端末機器等シス

テム機器事業（百万円） 
1,511 124.4 

合計（百万円） 1,511 124.4 

事業部門の名称 
当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前年同期比（％） 

半導体及び電子部品等コンポーネント

事業（百万円） 
89,725 95.4 

合計（百万円） 89,725 95.4 

事業部門の名称 受注高（百万円） 前年同期比(％) 受注残高（百万円） 前年同期比(％) 

半導体及び電子部品等コンポー

ネント事業 
100,397 102.3 24,573 135.4 

産業電子機器及び伝送端末機器

等システム機器事業 
1,660 129.1 831 139.6 

合計 102,057 102.7 25,405 135.5 

事業部門の名称 
当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前年同期比（％） 

半導体及び電子部品等コンポーネント

事業（百万円） 
92,736 95.7 

産業電子機器及び伝送端末機器等シス

テム機器事業（百万円） 
1,513 125.2 

合計（百万円） 94,249 96.1 

相手先 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％） 

 松下電器産業㈱ 11,517 11.7 － － 

 ㈱ニコン － － 10,106 10.7 



３【対処すべき課題】 

 当社グループが主として事業を行っているエレクトロニクス産業は、グローバル化の進展やＩＴ技術の進歩の影

響を最も受けやすく、変化が極めて激しい産業であります。そのような産業の性質を考えると、従来のような業態

の電子部品商社では今後の成長・発展を望むことは困難であることは明らかであり、当社グループといたしまして

は、事業モデルとして掲げております、お取引先様に総合的なサービスを提供する

“Electronic Integrated Service Provider(EISP)”別名「ハイテク便利屋」として、サービス内容の拡充による

既存お取引先様向けビジネスの拡大と新規顧客の開拓、またグループ全体のオペレーションの最適化を一層進め、

厳しい環境にも耐えられる企業体質を作り、事業拡大を目指して行きたいと考えております。 

 具体的には、半導体及び電子部品等コンポーネント事業におきましては、主要仕入先でありますソニーグループ

並びにサムスン電子グループ製品の取り扱い品目の拡充と共に、国内外の新規仕入先の開拓を積極的に行い、取り

扱い電子部品の拡大を目指します。これと共に、高い技術力とマーケティング力に加え、当社の強みである品質・

信頼性評価サービスや環境関連サービスとリンクさせた総合的な販売活動を展開致します。更に、現在中国で展開

しております基板マウントサービスを一層強化すると共に、新たにモジュール化のサービスを加え、これらを販売

活動とリンクさせることにより顧客のあらゆるニーズに応えられる当社ならではの事業展開を加速してまいりま

す。 

 産業電子機器及び伝送端末機器等システム機器事業におきましては、非接触カード(Felica)市場の急速な拡大に

あわせ、当社の優れた技術力をベースに関連事業の拡大に全力で取り組むとともに、開発から製品化までのスピー

ドアップとソフトを含む品質の向上、総合的な原価の低減を更に高いレベルで目指してまいります。また、次のビ

ジネス展開のために、当社オリジナル製品である圧電セラミック発電機の応用開発、無線技術や各種組み込みソフ

トウエア技術の強化など研究開発にも力を入れて行きたいと考えております。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間連結会計期間において新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

５【研究開発活動】 

 当社グループは、デジタル技術をコアとするネットワーク関連、セキュリティー関連及び環境に配慮した電池

不要の小型発電に関する研究開発を行っております。 

なお、当中間連結会計期間の研究開発費の総額は52百万円となっております。 

産業電子機器及び伝送端末機器等システム機器事業 

    （1）ソニー㈱が開発した非接触型ＩＣカード“Felica”の技術を利用したセキュリティー機能に付加価値をつけ

るためのデータの暗号化・相互認証処理等の技術の習得と開発を行いました。 

    （2）圧電セラミックを利用した電池不要の「小型発電器」の応用製品の開発を行うとともに、更なる発電効率の

向上のため、セラミックの素材、構造及び振動のメカ機構等に関する研究開発を行いました。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更はあ

りません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

 （注） 株式の「消却が行われた場合には、これに相当する株式数を減ずる」旨定款に定めております。 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 40,947,700 

計 40,947,700 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成17年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成17年12月19日） 

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名 

内容 

普通株式 11,276,944 11,276,944 
東京証券取引所 

市場第一部 

 完全議決権株式で

あり、権利内容に

何ら限定のない当

社における標準と

なる株式 

計 11,276,944 11,276,944 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

平成17年４月１日～ 

平成17年９月30日 
－ 11,276,944 － 3,184 － 3,770 



(4）【大株主の状況】 

 （注）１. みずほ信託退職給付信託ソニー株003口 再信託受託者 資産サービス管理信託の持株数1,318千株（議決

権数13,188個）につきましては、有価証券信託契約により、ソニー㈱が議決権行使指図を行う旨みずほ信

託銀行㈱より通知を受けております。 

    ２. みずほ信託退職給付信託東京都民銀行口 再信託受託者 資産サービス管理信託の持株数432千株（議決

権数4,320個）につきましては、有価証券信託契約により、㈱東京都民銀行が議決権行使指図を行う旨み

ずほ信託銀行㈱より通知を受けております。 

    ３. ＵＢＳ証券会社 東京支店から平成17年６月14日付で大量保有報告書の提出があり、ユービーエス・エ

イ・ジー（銀行）及びユービーエス・グローバル・アセット・マネジメント株式会社の２者による共同保

有形態により、平成17年５月31日現在で下表のとおり株式を所有している旨の報告を受けております。  

             なお、当社として当中間会計期間末時点における実質所有株式数の確認ができないため、上記大株主の状

況は株主名簿の記載内容に基づいて記載しております。 

  平成17年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

中山 敏之 東京都世田谷区成城５－16－12 1,373 12.18 

みずほ信託退職給付信託ソニ

ー株003口 再信託受託者 

資産管理サービス信託 

東京都中央区晴海１－８－12 晴海アイラ

ンドトリトンスクエアオフィスタワーＺ棟 
1,318 11.69 

株式会社アマダ 神奈川県伊勢原市石田200 763 6.76 

日本マスタートラスト信託 

銀行株式会社（信託口） 
東京都港区浜松町２－11－３ 576 5.10 

株式会社東京三菱銀行 東京都千代田区丸の内２－７－１ 432 3.83 

みずほ信託退職給付信託東京

都民銀行口 再信託受託者 

資産管理サービス信託 

東京都中央区晴海１－８－12 晴海アイラ

ンドトリトンスクエアオフィスタワーＺ棟 
432 3.83 

 日本トラスティ・サービス 

信託銀行株式会社（信託口） 
東京都中央区晴海１－８－11 341 3.02 

明治安田生命保険相互会社 東京都新宿区１－９－１ 288 2.55 

ユービーエス（ルクセンブル

グ）エス．エイ     

（常任代理人 シティバン

ク，エヌ．エイ東京支店） 

17-21 BD JOSEPH 2 P.O. BOX2 L-2010   

LUXEMBOURG             

（東京都品川区東品川２－３－14）    

             

284 2.52 

竹田 和平 愛知県名古屋市天白区表山２－209 214 1.89 

計 － 6,023 53.41 

   

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に対
する所有株式数の割
合（％） 

ユービーエス・エイ・ジー

（銀行） 

 東京都千代田区大手町１－５－１大手町

ファーストスクエア 
144 1.28 

ユービーエス・グローバル・

アセット・マネジメント株式

会社 

 東京都千代田区大手町１－５－１大手町

ファーストスクエア 
538 4.78 

計 － 682 6.06 



(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注） 「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が400株及び名義人以外から株券喪失

登録のある株式が1,000株含まれております。なお、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に

係る議決権の数４個及び名義人以外から株券喪失登録のある株式に係る議決権の数10個が含まれておりませ

ん。 

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。 

  平成17年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式     28,200 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式  11,237,200 112,358 － 

単元未満株式 普通株式      11,544 － － 

発行済株式総数            11,276,944 － － 

総株主の議決権 － 112,358 － 

  平成17年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

株式会社ユーエスシー 
東京都品川区大崎一

丁目６番４号 
28,200 － 28,200 0.25 

計 － 28,200 － 28,200 0.25 

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 2,335 2,220 2,230 2,230 2,200 2,005 

最低（円） 2,000 2,025 2,050 2,135 1,910 1,850 

役名 新職名 旧職名 氏名 異動年月日 

   取締役  事業開発センター長 

グループ戦略室長   

兼 経営企画室長 

兼 事業開発センター長

   郷 桂一郎  平成17年10月３日 



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日 内閣府令第５号）附則第

３項のただし書きにより、改正前の中間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前中間会計期間（平成16年４月1日から平成16年９月30日まで）については、「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日 内閣府令第５号）附則第３項の

ただし書きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（自平成16年４月１日 至平成16年９月30

日）及び前中間会計期間（自平成16年４月１日 至平成16年９月30日）並びに当中間連結会計期間（自平成17年４月

１日 至平成17年９月30日）及び当中間会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日）の中間連結財務諸表

及び中間財務諸表について、あずさ監査法人により中間監査を受けております。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

    
前中間連結会計期間末 

（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末 

（平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）       

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金     7,522 9,351   8,680 

２．受取手形及び売掛
金 

    44,830 44,465   38,727 

３．たな卸資産     11,958 12,217   10,628 

４．繰延税金資産     170 248   173 

５．その他     865 870   593 

６．貸倒引当金     -33 -36   -46 

流動資産合計     65,314 94.3 67,117 94.4   58,755 93.6

Ⅱ 固定資産           

(1)有形固定資産           

１．建物及び構築物   726   776 762   

減価償却累計額   448 278 500 275 476 286 

２．工具・器具及び
備品 

  655   736 703   

減価償却累計額   493 162 538 198 526 177 

３．その他   533   533 530   

減価償却累計額   238 294 264 268 249 280 

有形固定資産合計     735 1.1 742 1.0   745 1.2

(2)無形固定資産           

１．連結調整勘定     42 18   25 

２．電話加入権等     55 42   50 

無形固定資産合計     98 0.1 60 0.1   75 0.1

(3)投資その他の資産           

１．投資有価証券     1,887 2,321   2,199 

２．差入保証金     305 307   302 

３．繰延税金資産     496 204   334 

４．その他     476 439   425 

５．貸倒引当金     -57 -64   -57 

投資その他の資産
合計 

    3,108 4.5 3,209 4.5   3,205 5.1

固定資産合計     3,943 5.7 4,012 5.6   4,025 6.4

資産合計     69,257 100.0 71,129 100.0   62,781 100.0 

            

 



    
前中間連結会計期間末 

（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末 

（平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）       

Ⅰ 流動負債           

１．支払手形及び買掛
金 

    40,395 38,850   33,213 

２．短期借入金     5,278 6,310   5,436 

３．未払法人税等     1,309 943   1,028 

４．賞与引当金     171 172   175 

５．その他     793 1,082   502 

流動負債合計     47,948 69.2 47,359 66.6   40,356 64.3

Ⅱ 固定負債           

１．退職給付引当金     191 184   157 

２．役員退職慰労引当
金 

    309 364   345 

固定負債合計     500 0.7 548 0.8   503 0.8

負債合計     48,449 69.9 47,907 67.4   40,860 65.1

            

（少数株主持分）           

少数株主持分     453 0.7 557 0.7   504 0.8

            

（資本の部）           

Ⅰ 資本金     3,184 4.6 3,184 4.5   3,184 5.0

Ⅱ 資本剰余金     3,770 5.4 3,770 5.3   3,770 6.0

Ⅲ 利益剰余金     13,510 19.5 15,281 21.5   14,512 23.1

Ⅳ その他有価証券評価
差額金 

    115 0.2 346 0.5   200 0.3

Ⅴ 為替換算調整勘定     -193 -0.3 116 0.1   -216 -0.3

Ⅵ 自己株式     -33 -0.0 -35 -0.0   -34 -0.0

資本合計     20,354 29.4 22,664 31.9   21,417 34.1

負債、少数株主持分
及び資本合計 

    69,257 100.0 71,129 100.0   62,781 100.0 

            



②【中間連結損益計算書】 

    

前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     98,075 100.0 94,249 100.0   182,338 100.0 

Ⅱ 売上原価     92,624 94.4 89,460 94.9   172,084 94.4

売上総利益     5,450 5.6 4,788 5.1   10,254 5.6

Ⅲ 販売費及び一般管理費  ※１   2,893 3.0 2,818 3.0   5,757 3.2

営業利益     2,557 2.6 1,970 2.1   4,497 2.4

Ⅳ 営業外収益         

１．受取利息   9 14 27   

２．受取配当金   16 20 23   

３．受取手数料   16 6 47   

４．投資有価証券売却益   2 0 7   

５．仕入割引   97 47 145   

６. 為替差益   103 125 －   

７．その他   3 248 0.3 14 228 0.2 36 288 0.1

Ⅴ 営業外費用         

１．支払利息   44 77 119   

２．手形売却損   6 5 12   

３．為替差損   － － 95   

４. 売掛金譲渡損   16 13 23   

５. 持分法投資損失   － 35 －   

６．その他   8 76 0.1 1 133 0.1 14 264 0.1

経常利益     2,729 2.8 2,066 2.2   4,520 2.4

Ⅵ 特別利益         

１．固定資産売却益 ※２ 1     0 2   

２．貸倒引当金戻入額   － 1 0.0 15 15 0.0 － 2 0.0

Ⅶ 特別損失         

１．固定資産処分損 ※３ － 0 －   

２．貸倒引当金繰入額   － 7 －   

３．会員権評価損   － － － 2 9 0.0 － － －

税金等調整前中間(当
期)純利益 

    2,730 2.8 2,071 2.2   4,523 2.4

法人税、住民税及び
事業税 

  1,199 876 1,840   

法人税等調整額   -174 1,024 1.1 -42 834 0.9 -75 1,764 1.0

少数株主利益     87 0.1 59 0.0   138 0.0

中間（当期）純利益     1,618 1.6 1,178 1.3   2,619 1.4

          



③【中間連結剰余金計算書】 

    

前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）       

Ⅰ 資本剰余金期首残高     3,770 3,770   3,770

Ⅱ 資本剰余金中間期末
（期末）残高 

    3,770 3,770   3,770

        

（利益剰余金の部）       

Ⅰ 利益剰余金期首残高     12,203 14,512   12,203

Ⅱ 利益剰余金増加高       

 １. 中間（当期）純利益   1,618 1,178 2,619 

 ２．連結子会社増加に伴
う増加高 

  59   － 59 

 ３．新規持分法適用に係
る増加高 

  － 1,677 -4 1,173 － 2,678

Ⅲ 利益剰余金減少高       

１．配当金   337 371 337 

２．役員賞与   33 370 33 404 33 370

Ⅳ 利益剰余金中間期末
（期末）残高 

    13,510 15,281   14,512

        



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

    

前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の要約
連結キャッシュ・フロ
ー計算書 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  

税金等調整前中間(当期）
純利益 

  2,730 2,071 4,523

減価償却費   81 79 171

固定資産売却益   -1 -0 -2

固定資産処分損   － 0 －

貸倒引当金の増加額   -56 -5 -42

役員退職慰労引当金の増
減額 

  -4 18 31

退職給付引当金の増減額   22 25 -10

為替差益   -56 -80 -0

受取利息及び配当金   -25 -35 -51

支払利息   44 77 119

持分法投資損失    － 35 －

売上債権の増減額   3,191 -5,066 9,187

仕入債務の増減額   -1,746 4,812 -8,861

たな卸資産の増加額   -2,536 -1,231 -1,261

その他   43 237 91

小計   1,686 938 3,893

利息及び配当金の受取額   25 35 51

利息の支払額   -44 -77 -119

法人税等の支払額   -972 -952 -1,871

営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  694 -56 1,953

 



    

前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の要約
連結キャッシュ・フロ
ー計算書 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  

投資有価証券の取得によ
る支出 

  -469 -35 -669

有形固定資産の取得によ
る支出 

  -46 -35 -132

有形固定資産の売却によ
る収入 

  1 0 2

定期預金の預入による支
出 

  -600 -1,200 -1,450

定期預金の払戻による回
収 

  － 600 800

その他   48 148 51

投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  -1,066 -522 -1,398

Ⅲ 財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  

短期借入金の純増減額   948 745 1,144

配当金の支払額   -335 -369 -336

少数株主への配当金の
支払額 

  -9 -9 -9

その他   -1 -0 -1

財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  601 365 796

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る
換算差額 

  199 284 185

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減
額 

  429 71 1,537

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首
残高 

  5,605 7,930 5,605

Ⅶ 新規連結による現金及び 
  現金同等物の増加額 

  787 － 787

Ⅷ 現金及び現金同等物の中間
期末(期末）残高 

※１ 6,822 8,001 7,930

    



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事

項 

(1）連結子会社は、USC  

ELECTRONICS(S)PTE,LTD.、 

U.S.UNI ELECTRONICS  

CORPORATION、USC  

ELECTRONICS(H.K.)CO., 

LTD.、USC ELECTRONICS  

(KOREA)CO.,LTD.、株式会社ユ

ニーデバイス、及び前連結会

計年度まで非連結子会社であ

りました USC ELECTRONICS

（SHANGHAI）CO.,LTD.及び 

UNI DEVICE（S）PTE,LTD.を連

結の範囲に関する重要性の判

断基準に従い、新たに連結の

範囲に含め７社であります。 

(1）連結子会社は、USC  

ELECTRONICS(S)PTE,LTD.、 

U.S.UNI ELECTRONICS  

CORPORATION、USC  

ELECTRONICS(H.K.)CO., 

LTD.、USC ELECTRONICS  

(KOREA)CO.,LTD.、株式会社ユ

ニーデバイス、USC      

ELECTRONICS（SHANGHAI）CO.,

LTD.及びUNI DEVICE（S）PTE,

LTD.の７社であります。 

(1）連結子会社は、USC  

ELECTRONICS(S)PTE,LTD.、 

U.S.UNI ELECTRONICS  

CORPORATION、USC  

ELECTRONICS(H.K.)CO., 

LTD.、USC ELECTRONICS  

(KOREA)CO.,LTD.、株式会社ユ

ニーデバイス及び前連結会計

年度まで非連結子会社であり

ました USC ELECTRONICS

（SHANGHAI）CO.,LTD.及び 

UNI DEVICE（S）PTE,LTD.を連

結の範囲に関する重要性の判

断基準に従い、新たに連結の

範囲に含め７社であります。 

  (2）株式会社ユーエスシー・デジ

アーク他子会社５社は、連結

財務諸表に重要な影響を及ぼ

さないため連結の範囲から除

外しております。 

(2）株式会社ユーエスシー・デジ

アーク他子会社５社は、連結

財務諸表に重要な影響を及ぼ

さないため連結の範囲から除

外しております。 

(2）株式会社ユーエスシー・デジ

アーク他子会社５社は、連結

財務諸表に重要な影響を及ぼ

さないため連結の範囲から除

外しております。 

２．持分法の適用に関する

事項 

株式会社ユーエスシー・デジアー

ク他非連結子会社５社及び関連会

社１社に対する投資について持分

法を適用しておりません。 

上記の持分法非適用の非連結子会

社及び関連会社は、それぞれ中間

純損益（持分に見合う額）及び利

益剰余金（持分に見合う額）等に

及ぼす影響が軽微であり、かつ全

体としても重要性がないため持分

法の適用範囲から除外しておりま

す。 

(1）持分法適用関連会社数…１社 

    会社名…CU TECH CORPORATION 

前連結会計年度まで持分法非

適用関連会社であった

CU TECH CORPORATIONは、重要

性が増したことにより、当中

間連結会計期間より持分法を

適用しております。 

(2）株式会社ユーエスシー・デジ

アーク他非連結子会社５社に

対する投資について持分法を

適用しておりません。 

上記の持分法非適用の非連結

子会社は、それぞれ中間純損

益（持分に見合う額）及び利

益剰余金（持分に見合う額）

等に及ぼす影響が軽微であ

り、かつ全体としても重要性

がないため持分法の適用範囲

から除外しております。 

(3）上記の持分法適用会社は、中

間決算日が中間連結決算日と

異なっており、当該会社の中

間会計期間に係る中間財務諸

表を使用しております。 

株式会社ユーエスシー・デジアー

ク他非連結子会社５社及び関連会

社１社に対する投資について持分

法を適用しておりません。       

上記の持分法非適用の非連結子会

社及び関連会社は、それぞれ中間

純損益（持分に見合う額）及び利

益剰余金（持分に見合う額）等に

及ぼす影響が軽微であり、かつ全

体としても重要性がないため持分

法の適用範囲から除外しておりま

す。 

３．連結子会社の中間決算

日（決算日）等に関す

る事項 

連結子会社のうちUSC 

ELECTRONICS(KOREA)CO.,LTD.及び 

USC ELECTRONICS(SHANGHAI)       

CO.,LTD.の中間決算日は６月30日

であり、中間連結決算日との差は

３ヶ月以内であるため、当該連結

子会社の中間会計期間に係る中間

財務諸表を基礎として連結を行っ

ております。ただし、中間連結決

算日との間に生じた重要な取引に

ついては、連結上必要な調整を行

っております。 

連結子会社のうちUSC 

ELECTRONICS(KOREA)CO.,LTD.及び 

USC ELECTRONICS(SHANGHAI)      

CO.,LTD.の中間決算日は６月30日

であり、中間連結決算日との差は

３ヶ月以内であるため、当該連結

子会社の中間会計期間に係る中間

財務諸表を基礎として連結を行っ

ております。ただし、中間連結決

算日との間に生じた重要な取引に

ついては、連結上必要な調整を行

っております。 

連結子会社のうちUSC 

ELECTRONICS(KOREA)CO.,LTD.及び 

USC ELECTRONICS(SHANGHAI)

CO.,LTD.の決算日は12月31日であ

り、連結決算日との差は３ヶ月以

内であるため、当該連結子会社の

同決算日現在の財務諸表を基礎と

して連結を行っております。ただ

し、連結決算日との間に生じた重

要な取引については、連結上必要

な調整を行っております。 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

４．会計処理基準に関する

事項 

  

  

  

  

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間連結決算日の市場価

格等に基づく時価法 

（評価差額は全部資本直

入法により処理し売却原

価は移動平均法により算

定） 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は

全部資本直入法により処

理し売却原価は移動平均

法により算定） 

  

  

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

  

  

  

② たな卸資産 

商品 

…移動平均法による原価

法 

② たな卸資産 

商品 

…同左 

② たな卸資産 

商品 

…同左 

  

  

  

製品・仕掛品 

受託生産品 

…個別法による原価法 

製品・仕掛品 

受託生産品 

…同左 

製品・仕掛品 

受託生産品 

…同左 

  

  

その他生産品 

…移動平均法による原価

法 

その他生産品 

…同左 

その他生産品 

…同左 

  

  

材料 

…移動平均法による原価

法 

材料 

…同左 

材料 

…同左 

  

  

  

(2）重要な減価償却資産の償却方

法 

① 有形固定資産 

…定率法 

但し、中間連結財務諸表

提出会社及び連結子会社

（国内）は、平成10年４

月１日以降取得した建物

（建物附属設備を除く）

については定額法によっ

ております。 

(2）重要な減価償却資産の償却方

法 

① 有形固定資産 

…同左 

(2）重要な減価償却資産の償却方

法 

① 有形固定資産 

…定率法 

但し連結財務諸表提出会

社及び連結子会社（国

内）は平成10年４月１日

以降取得した建物（建物

附属設備を除く）につい

ては定額法によっており

ます。 

  

  

② 無形固定資産 

…中間連結財務諸表提出会

社及び連結子会社（国

内）の自社利用のソフト

ウェアについては社内に

おける利用可能期間（５

年）に基づく定額法によ

っております。その他の

無形固定資産については

定額法を採用しておりま

す。 

② 無形固定資産 

…同左 

② 無形固定資産 

…連結財務諸表提出会社及

び連結子会社（国内）の

自社利用のソフトウェア

については社内における

利用可能期間（５年）に

基づく定額法によってお

ります。その他の無形固

定資産については定額法

を採用しております。 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

  

  

  

(3) 重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

売上債権等の貸倒れに備え

るため連結財務諸表提出会

社及び連結子会社（国内）

は、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を検討

し回収不能見込額を計上し

ております。 

また、連結子会社（在外）

は主として特定の債権につ

いて回収不能見込額を計上

しております。 

(3) 重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

       同左 

(3)重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同左 

  

  

② 賞与引当金 

中間連結財務諸表提出会社

は、従業員の賞与の支払い

に備えるため、将来の支給

見込額のうち当中間会計期

間の負担額を計上しており

ます。連結子会社（在外）

については賞与支給の慣行

がないため計上しておりま

せん。 

② 賞与引当金 

同左 

② 賞与引当金 

連結財務諸表提出会社は、

従業員の賞与の支払いに備

えるため、将来の支給見込

額のうち当期の負担額を計

上しております。 

連結子会社（在外）につい

ては賞与支給の慣行がない

ため計上しておりません。 

  

  

③ 退職給付引当金 

中間連結財務諸表提出会社

及び連結子会社（在外）

は、従業員の退職給付に備

えるため、当中間連結会計

期間末における退職給付債

務および年金資産に基づ

き、計上しております。 

③ 退職給付引当金 

       同左 

③ 退職給付引当金 

連結財務諸表提出会社及び

連結子会社（在外）は、従

業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計期間末にお

ける退職給付債務及び年金

資産に基づき、計上してお

ります。 

  

  

④ 役員退職慰労引当金 

中間連結財務諸表提出会社

及び連結子会社（国内）

は、役員及び執行役員の退

職金の支払いに備えるた

め、内規に基づく中間期末

要支給額を引当計上してお

ります。 

④ 役員退職慰労引当金 

同左 

④ 役員退職慰労引当金 

連結財務諸表提出会社及び

連結子会社（国内）は、役

員及び執行役員の退職金の

支払いに備えるため、内規

に基づく期末要支給額を引

当計上しております。 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

  

  

(4）重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準 

外貨建金銭債権債務は、中間

決算日の直物為替相場により

円貨に換算し、換算差額は損

益として処理しております。

なお、在外子会社等の資産及

び負債は、中間決算日の直物

為替相場により円貨に換算

し、収益及び費用は期中平均

相場により円貨に換算し、換

算差額は資本の部における為

替換算調整勘定に含めており

ます。 

(4）重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準 

同左 

(4）重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準 

外貨建金銭債権債務は、連結

決算日の直物為替相場により

円貨に換算し、換算差額は損

益として処理しております。

なお、在外子会社等の資産及

び負債は、連結決算日の直物

為替相場により円貨に換算

し、収益及び費用は期中平均

相場により円貨に換算し、換

算差額は資本の部における為

替換算調整勘定に含めており

ます。 

  

  

(5) 重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取

引については、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計

処理によっております。 

(5) 重要なリース取引の処理方法 

同左 

(5）重要なリース取引の処理方法 

同左 

  

  

  

(6) 重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

振当処理を行っておりま

す。 

(6) 重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

同左 

(6）重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

同左 

  

  

  

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

 為替予約取引 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

同左 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

同左 

  

  

ヘッジ対象 

 外貨建債権・債務 

ヘッジ対象 

同左 

ヘッジ対象 

同左 

  

  

③ ヘッジ方針 

為替予約取引については、

外貨建取引の為替相場の変

動によるリスクをヘッジす

るために行っております。 

③ ヘッジ方針 

同左 

③ ヘッジ方針 

同左 

  

  

(7) 消費税等の会計処理について 

中間連結財務諸表提出会社及

び連結子会社（国内）の消費

税等の会計処理は税抜き方式

によっております。 

(7) 消費税等の会計処理について 

同左 

(7）消費税等の会計処理について 

連結財務諸表提出会社及び連

結子会社（国内）の消費税等

の会計処理は税抜き方式によ

っております。 

５．中間連結キャッシュ・

フロー計算書（連結キ

ャッシュ・フロー計算

書）における資金の範

囲 

中間連結キャッシュ・フロー計算

書における資金（現金及び現金同

等物）は、手許現金、随時引き出

し可能な預金及び容易に換金可能

であり、かつ価値の変動について

僅少なリスクしか負わない取得日

から３ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっておりま

す。 

同左 連結キャッシュ・フロー計算書に

おける資金（現金及び現金同等

物）は、手許現金、随時引き出し

可能な預金及び容易に換金可能で

あり、かつ価値の変動について僅

少なリスクしか負わない取得日か

ら３ヶ月以内に償還期限の到来す

る短期投資からなっております。 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

表示方法の変更 

追加情報 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

──────  （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間連結会計期間より、「固定

資産の減損に係る会計基準」（「固

定資産の減損に係る会計基準の設定

に関する意見書」（企業会計審議会

平成14年８月９日））及び「固定資

産の減損に係る会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第６号

平成15年10月31日）を適用しており

ます。これによる損益に与える影響

はありません。 

 ────── 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

（中間連結損益計算書） 

１.「販売費及び一般管理費」は、従来、各費目毎に区分

掲記しておりましたが、当中間連結会計期間から中間

連結損益計算書の表示の簡明化を図るため、一括掲記

し、重要な費目を注記する方法に変更しております。 

  なお、当中間連結会計期間の主要費目及びその金額は

注記事項（中間連結損益計算書関係）に記載しており

ます。 

  

────── 

２.「売掛金譲渡損」は、前中間連結会計期間は、営業外

費用の「その他」に含めて表示しておりましたが、当

中間連結会計期間において営業外費用の総額の100分の

10を超えたため区分掲記しました。 

   なお、前中間連結会計期間の「売掛金譲渡損」の金

額は0百万円であります。 

  ──────  

  

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

法人事業税における外形標準課税

部分の中間連結損益計算書上の表示

方法 

実務対応報告第12号「法人事業税

における外形標準課税部分の損益計

算書上の表示についての実務上の取

り扱い」（企業会計基準委員会 平

成16年２月13日）が公表されたこと

に伴い、当中間連結会計期間から同

実務対応報告に基づき、法人事業税

の付加価値割及び資本割24百万円を

販売費及び一般管理費として処理し

ております。 

──────   法人事業税における外形標準課税

部分の連結損益計算書上の表示方法 

  実務対応報告第12号「法人事業税

における外形標準課税部分の損益計

算書上の表示についての実務上の取

り扱い」（企業会計基準委員会 平

成16年２月13日）が公表されたこと

に伴い、当連結会計年度から同実務

対応報告に基づき、法人事業税の付

加価値割及び資本割44百万円を販売

費及び一般管理費として処理してお

ります。 



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

（中間連結損益計算書関係） 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（平成17年３月31日） 

１ 受取手形割引高 1,358百万円 １     ────── １     ────── 

２ 債権流動化に伴う買戻義務 

                         2百万円 

２ 債権流動化に伴う買戻義務 

                         2百万円 

２ 債権流動化に伴う買戻義務 

              1百万円 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※１販売費及び一般管理費 

主要な費目及び金額 

※１販売費及び一般管理費 

主要な費目及び金額 

※１販売費及び一般管理費 

  主要な費目及び金額 

運送費 161百万円

役員報酬 157百万円

従業員給与・賞与 904百万円

賞与引当金繰入額 126百万円

退職給付費用 48百万円

役員退職慰労引当金繰入額 

  32百万円

通信交通費 269百万円

減価償却費 38百万円

賃借料 260百万円

貸倒引当金繰入額 2百万円

従業員給与・賞与 926百万円

賞与引当金繰入額 131百万円

退職給付費用 54百万円

役員退職慰労引当金繰入額 

  31百万円

減価償却費 38百万円

貸倒引当金繰入額 21百万円

従業員給与・賞与 1,988百万円

賞与引当金繰入額 134百万円

退職給付費用 65百万円

役員退職慰労引当金繰入額 

  68百万円

減価償却費 80百万円

※２ 固定資産売却益の内訳 ※２ 固定資産売却益の内訳 ※２ 固定資産売却益の内訳 

有形固定資産 

（その他） 
1百万円

有形固定資産 

（工具・器具及

び備品） 

0百万円

有形固定資産 

（その他） 
2百万円

※３    ────── ※３ 固定資産処分損の内訳  ※３    ────── 

    有形固定資産 

  （工具・器具及

び備品） 

0百万円

 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※１．現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額

との関係は、次のとおりであ

ります。 

※１．現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額

との関係は、次のとおりであ

ります。 

※１．現金及び現金同等物の期末残

高と連結貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係

は、次のとおりであります。 

現金及び預金勘定 7,522百万円

預入れ期間が３か

月を超える定期預

金 

－700百万円

現金及び現金同等

物 
6,822百万円

現金及び預金勘定 9,351百万円

預入れ期間が３か

月を超える定期預

金 

-1,350百万円

現金及び現金同等

物 
8,001百万円

現金及び預金勘定 8,680百万円

預入れ期間が３か

月を超える定期預

金 

-750百万円

現金及び現金同等

物 
7,930百万円



（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損

失累計額相当額及び中間期末残

高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額 

  
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

中間期末
残高相当
額 
(百万円) 

工具・器具
及び備品 

101 56 45 

有形固定資
産（その
他） 

8 7 0 

電話加入権
等 

39 19 20 

合計 149 83 65 

  
取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額相
当額 
(百万円)

中間期末
残高相当
額 
(百万円)

工具・器具
及び備品 

92 58 34

電話加入権
等 

41 27 13

合計 134 86 47

取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円)

工具・器具
及び備品 

99 57 41

電話加入権
等 

39 23 16

合計 139 81 57

２．未経過リース料中間期末残高相

当額 

２．未経過リース料中間期末残高相 

当額等 

   未経過リース料中間期末残高相 

当額 

２．未経過リース料期末残高相当額 

１年内 26百万円

１年超 41百万円

合計 68百万円

１年内 25百万円

１年超 25百万円

合計 50百万円

１年内 25百万円

１年超 34百万円

合計 60百万円

３．支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

３．支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額、減損損失及び支払利息相当

額 

３．支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

支払リース料 16百万円

減価償却費相当

額 
14百万円

支払利息相当額 1百万円

支払リース料 14百万円

減価償却費相当

額 
13百万円

支払利息相当額 0百万円

支払リース料 32百万円

減価償却費相当

額 
29百万円

支払利息相当額 2百万円

４．減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ております。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

５．利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息相

当額とし、各期への配分方法に

ついては、利息法によっており

ます。 

５．利息相当額の算定方法 

同左 

                  

                  

                  

                  

（減損損失について）  

  リース資産に配分された減損損失は

ありません。 

５．利息相当額の算定方法 

同左 



（有価証券関係） 

（前中間連結会計期間） 

有価証券 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

 該当事項はありません。 

２．その他有価証券で時価のあるもの 

３．時価評価されていない主な有価証券の内容 

（当中間連結会計期間） 

有価証券 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

 該当事項はありません。 

  

前中間連結会計期間末（平成16年９月30日） 

取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表
計上額（百万円） 

差額（百万円） 

(1)株式 467 663 196 

(2)債券       

国債・地方債等 － － － 

社債 － － － 

その他 1 1 0 

(3)その他 106 104 -1 

合計 575 770 195 

  
前中間連結会計期間末（平成16年９月30日） 

中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券   

非上場株式（店頭売買株式を除く） 566 

合計 566 



２．その他有価証券で時価のあるもの 

３．時価評価されていない主な有価証券の内容 

（前連結会計年度） 

有価証券 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

 該当事項はありません。 

２．その他有価証券で時価のあるもの 

  

当中間連結会計期間末（平成17年９月30日） 

取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表
計上額（百万円） 

差額（百万円） 

(1)株式 470 1,051 580 

(2)債券       

国債・地方債等 － － － 

社債 － － － 

その他 1 1 0 

(3)その他 63 66 3 

合計 534 1,119 584 

  
当中間連結会計期間末（平成17年９月30日） 

中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券   

非上場株式 656 

合計 656 

  

前連結会計年度（平成17年３月31日） 

取得原価（百万円） 
連結貸借対照表計上
額（百万円） 

差額（百万円） 

(1)株式 472 809 337 

(2)債券       

国債・地方債等 － － － 

社債 － － － 

その他 1 1 0 

(3)その他 110 111 0 

合計 584 922 338 



３．時価評価されていない主な有価証券の内容 

（デリバティブ取引関係） 

（前中間連結会計期間） 

 平成16年９月30日現在、取引残高はありません。 

 （注） ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。 

（当中間連結会計期間） 

 平成17年９月30日現在、取引残高はありません。 

 （注） ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。 

（前連結会計年度） 

 平成17年３月31日現在、取引残高はありません。 

 （注） ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。 

  
前連結会計年度（平成17年３月31日） 

連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券   

非上場株式 728 

合計 728 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日） 

 当社の事業区分の方法は、「半導体及び電子部品」及び「産業電子機器及び伝送端末機器」に区分しており

ますが、当中間連結会計期間につきましては、「半導体及び電子部品」にかかる連結売上高、営業利益及び資

産の金額が、全セグメントの売上高の合計、営業利益の合計額及び資産の金額の合計額に占める割合がいずれ

も90％を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

当中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

 当社の事業区分の方法は、「半導体及び電子部品」及び「産業電子機器及び伝送端末機器」に区分しており

ますが、当中間連結会計期間につきましては、「半導体及び電子部品」にかかる連結売上高、営業利益及び資

産の金額が、全セグメントの売上高の合計、営業利益の合計額及び資産の金額の合計額に占める割合がいずれ

も90％を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 当社の事業区分の方法は、「半導体及び電子部品」及び「産業電子機器及び伝送端末機器」に区分しており

ますが、当連結会計年度につきましては、「半導体及び電子部品」にかかる連結売上高、営業利益及び資産の

金額が、全セグメントの売上高の合計、営業利益の合計額及び資産の金額の合計額に占める割合がいずれも

90％を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

【所在地別セグメント情報】 

 （注）１．地域は、地理的近接度により区分してあります。 

２．本邦以外の区分に属する地域の内訳は、次のとおりであります。 

(1) 東南アジア……シンガポール、香港、台湾、韓国、中国 

(2) 北米……………米国 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、276百万円であり、その主なも

のは、当社の総務・経理部門に係る費用であります。 

  日本（百万円） 
東南アジア 
（百万円） 

北米（百万円） 計（百万円） 
消去又は全社 
（百万円） 

連結（百万円） 

前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日） 

            

売上高             

(1）
外部顧客に対する売

上高 
68,116 26,167 3,791 98,075 － 98,075 

(2）
セグメント間の内部

売上高又は振替高 
3,542 1,104 0 4,647 (4,647) － 

 計 71,658 27,272 3,791 102,722 (4,647) 98,075 

営業費用 69,597 26,582 3,721 99,902 (4,384) 95,518 

 営業利益 2,060 689 70 2,820 (263) 2,557 



 （注）１．地域は、地理的近接度により区分してあります。 

２．本邦以外の区分に属する地域の内訳は、次のとおりであります。 

(1) 東南アジア……シンガポール、香港、台湾、韓国、中国 

(2) 北米……………米国 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、259百万円であり、その主なも

のは、当社の総務・経理部門に係る費用であります。 

 （注）１．地域は、地理的近接度により区分してあります。 

２．本邦以外の区分に属する地域の内訳は、次のとおりであります。 

(1) 東南アジア……シンガポール、香港、台湾、韓国、中国 

(2) 北米……………米国 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、561百万円であり、その主なも

のは、当社の総務・経理部門に係る費用であります。 

  日本（百万円） 
東南アジア 
（百万円） 

北米（百万円） 計（百万円） 
消去又は全社 
（百万円） 

連結（百万円） 

当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

            

売上高             

(1）
外部顧客に対する売

上高 
56,531 32,843 4,874 94,249 － 94,249 

(2）
セグメント間の内部

売上高又は振替高 
4,730 630 － 5,360 (5,360) － 

 計 61,262 33,473 4,874 99,610 (5,360) 94,249 

営業費用 59,630 32,948 4,802 97,380 (5,101) 92,279 

 営業利益 1,632 525 72 2,229 (259) 1,970 

  日本（百万円） 
東南アジア 
（百万円） 

北米（百万円） 計（百万円） 
消去又は全社 
（百万円） 

連結（百万円） 

前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日） 

            

売上高             

(1）
外部顧客に対する売

上高 
116,868 56,634 8,835 182,338 － 182,338 

(2）
セグメント間の内部

売上高又は振替高 
7,514 1,486 0 9,001 (9,001) － 

 計 124,382 58,121 8,835 191,339 (9,001) 182,338 

営業費用 120,721 56,887 8,688 186,296 (8,455) 177,841 

 営業利益 3,661 1,234 147 5,042 (545) 4,497 



【海外売上高】 

 （注）１．地域は、地理的近接度により区分しております。 

２．各区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。 

(1)東南アジア……シンガポール、香港、台湾、韓国、中国等 

(2）北米……………米国 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

 （注）１．地域は、地理的近接度により区分しております。 

２．各区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。 

(1)東南アジア……シンガポール、香港、台湾、韓国、中国等 

(2）北米……………米国 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

 （注）１．地域は、地理的近接度により区分しております。 

２．各区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。 

(1)東南アジア……シンガポール、香港、台湾、韓国、中国等 

(2）北米……………米国 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

    東南アジア 北米 計 

前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日） 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 32,718 3,791 36,509 

Ⅱ 連結売上高（百万円） ― ― 98,075 

Ⅲ 海外売上高の連結売上高に占

める割合（％） 
33.3 3.9 37.2 

    東南アジア 北米 計 

当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 40,357 4,874 45,231 

Ⅱ 連結売上高（百万円） ― ― 94,249 

Ⅲ 海外売上高の連結売上高に占

める割合（％） 
42.8 5.2 48.0 

    東南アジア 北米 計 

前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日） 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 67,202 8,835 76,037 

Ⅱ 連結売上高（百万円） ― ― 182,338 

Ⅲ 海外売上高の連結売上高に占

める割合（％） 
36.9 4.8 41.7 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

該当事項はありません。 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１株当たり純資産額 1,809円38銭 2,014円88銭 1,900円98銭 

１株当たり中間（当期）純

利益 
143円84銭 104円73銭 229円92銭 

潜在株式調整後１株当たり

中間（当期）純利益 

潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額について

は、潜在株式が存在しない

ため記載しておりません。 

潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額について

は、潜在株式が存在しない

ため記載しておりません。 

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額について

は、潜在株式が存在しない

ため記載しておりません。 

  
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

中間（当期）純利益（百万円） 1,618 1,178 2,619 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － 33 

（うち利益処分による役員賞与金） 

（百万円） 
－ － (33) 

普通株式に係る中間（当期）純利益 

（百万円） 
1,618 1,178 2,586 

期中平均株式数（千株） 11,249 11,248 11,249 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成17年９月30日) 

前事業年度の要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金   2,256   4,239 4,080   

２．受取手形   695   1,462 2,563   

３．売掛金   29,276   21,671 20,948   

４．たな卸資産   2,849   2,965 3,864   

５．その他   522   493 388   

６．貸倒引当金   -23   -4 -19   

流動資産合計     35,577 89.1 30,828 87.4   31,825 87.7

Ⅱ 固定資産           

１．有形固定資産 ※１ 564   556 568   

２．無形固定資産   30   24 28   

３．投資その他の資産           

投資有価証券   2,737   3,173 3,056   

その他   1,068   764 880   

貸倒引当金   -57   -64 -57   

投資その他の資産
計 

  3,749   3,872 3,879   

固定資産合計     4,344 10.9 4,453 12.6   4,477 12.3

資産合計     39,921 100.0 35,282 100.0   36,303 100.0 

            

 



    
前中間会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成17年９月30日) 

前事業年度の要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．支払手形   1,324   952 1,075   

２．買掛金   20,583   15,132 16,680   

３．未払法人税等   780   636 658   

４．賞与引当金   171   172 175   

５．その他   314   279 192   

流動負債合計     23,173 58.0 17,172 48.7   18,782 51.7

Ⅱ 固定負債           

１．退職給付引当金   168   168 147   

２．役員退職慰労引当
金 

  291   338 320   

固定負債合計     460 1.2 506 1.4   468 1.3

負債合計     23,633 59.2 17,679 50.1   19,251 53.0

            

（資本の部）           

Ⅰ 資本金     3,184 8.0 3,184 9.0   3,184 8.8

Ⅱ 資本剰余金           

資本準備金   3,770   3,770 3,770   

資本剰余金合計     3,770 9.4 3,770 10.7   3,770 10.4

Ⅲ 利益剰余金           

１．利益準備金   138   138 138   

２．任意積立金   8,000   9,100 8,000   

３．中間（当期）未処
分利益 

  1,112   1,097 1,792   

利益剰余金合計     9,250 23.2 10,335 29.3   9,930 27.4

Ⅳ その他有価証券評価
差額金 

    115 0.3 346 1.0   200 0.5

Ⅴ 自己株式     -33 -0.1 -35 -0.1   -34 -0.1

資本合計     16,287 40.8 17,602 49.9   17,051 47.0

負債・資本合計     39,921 100.0 35,282 100.0   36,303 100.0 

            



②【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     45,527 100.0 35,075 100.0   79,282 100.0 

Ⅱ 売上原価     42,506 93.4 32,462 92.6   73,657 92.9

売上総利益     3,021 6.6 2,612 7.4   5,625 7.1

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

    1,681 3.7 1,484 4.2   3,196 4.0

営業利益     1,339 2.9 1,128 3.2   2,428 3.1

Ⅳ 営業外収益 ※１   223 0.5 275 0.8   359 0.4

Ⅴ 営業外費用 ※２   11 0.0 5 0.0   63 0.1

経常利益     1,551 3.4 1,398 4.0   2,724 3.4

Ⅵ 特別利益      － － 15 0.0   － －

Ⅶ 特別損失       － － 9 0.0   － －

税引前中間（当
期）純利益 

    1,551 3.4 1,403 4.0   2,724 3.4

法人税、住民税及
び事業税 

  774   625 1,175   

法人税等調整額   -140 634 1.4 -31 593 1.7 -48 1,126 1.4

中間（当期）純利
益 

    917 2.0 809 2.3   1,597 2.0

前期繰越利益     194 287   194 

中間（当期）未処
分利益 

    1,112 1,097   1,792 

          



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

  

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法を

採用しております。 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

  

  

  

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差

額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移

動平均法により算定） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

期末日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は

全部資本直入法によって

処理し、売却原価は移動

平均法により算定） 

  

  

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

移動平均法に基づく原価

法 

  

  

(2）たな卸資産 

商品……移動平均法による原

価法 

(2）たな卸資産 

商品……同左 

(2）たな卸資産 

商品……同左 

  

  

  

製品・仕掛品 

受託生産品 

……個別法による原価法 

製品・仕掛品 

受託生産品 

……同左 

製品・仕掛品 

受託生産品 

……同左 

  

  

その他生産品 

……移動平均法による原

価法 

その他生産品 

……同左 

その他生産品 

……同左 

  材料……移動平均法による原

価法 

材料……同左 材料……同左 

２．減価償却資産の減価償却

の方法 

(1）有形固定資産 

 定率法によっております。 

 但し平成10年４月１日以降取

得した建物（建物附属設備を除

く）については定額法によって

おります。 

(1）有形固定資産 

同左 

(1）有形固定資産 

同左 

  

  

(2）無形固定資産 

 自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能

期間（５年）に基づく定額法に

よっております。 

 その他の無形固定資産につい

ては定額法を採用しておりま

す。 

(2）無形固定資産 

同左 

(2）無形固定資産 

同左 

３．引当金の計上基準 

  

(1）貸倒引当金 

 売上債権等の貸倒れに備える

ため、一般債権は貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性

を検討し、回収不能見込額を計

上しております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

(1）貸倒引当金 

同左 

 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

  

  

(2）賞与引当金 

 従業員の賞与の支払いに備え

るため、将来の支給見込額のう

ち当中間会計期間負担額を計上

しております。 

(2）賞与引当金 

同左 

(2）賞与引当金 

 従業員の賞与の支払いに備え

るため、将来の支給見込額のう

ち当期の負担額を計上しており

ます。 

  

  

(3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当中間会計期間末における

退職給付債務及び年金資産に基

づき計上しております。 

(3）退職給付引当金 

同左 

(3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付債

務及び年金資産に基づき計上し

ております。 

  

  

(4）役員退職慰労引当金 

 役員及び執行役員の退職金の

支払いに備えるため、内規に基

づく中間期末要支給額を計上し

ております。 

(4）役員退職慰労引当金 

同左 

(4）役員退職慰労引当金 

 役員及び執行役員の退職金の

支払に備えるため、内規に基づ

く期末要支給額を計上しており

ます。 

４．外貨建の資産又は負債の

本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、中間決

算日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として処

理しております。 

同左  外貨建金銭債権債務は、期末日

の直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理し

ております。 

５．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

６．ヘッジ会計の方法 

  

(1）ヘッジ会計の方法 

振当処理を行っております。 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

  

  

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 為替予約取引 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  ヘッジ対象 外貨建債権・債

務 

同左 同左 

  

  

(3）ヘッジ方針 

 為替予約取引については、外

貨建取引の為替相場の変動によ

るリスクをヘッジするために行

っております。 

(3）ヘッジ方針 

同左 

(3）ヘッジ方針 

同左 

７．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基本

となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

同左 同左 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

──────  （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間会計期間より、「固定資産

の減損に係る会計基準」（「固定資

産の減損に係る会計基準の設定に関

する意見書」（企業会計審議会 平

成14年８月９日））及び「固定資産

の減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第６号 平

成15年10月31日）を適用しておりま

す。これによる損益に与える影響は

ありません。 

 ────── 



追加情報 

注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

法人事業税における外形標準課税

部分の中間損益計算書上の表示方法 

実務対応報告第12号「法人事業税

における外形標準課税部分の損益計

算書上の表示についての実務上の取

り扱い」（企業会計基準委員会 平

成16年２月13日）が公表されたこと

に伴い、当中間会計期間から同実務

対応報告に基づき、法人事業税の付

加価値割及び資本割20百万円を販売

費及び一般管理費として処理してお

ります。 

────── 法人事業税における外形標準課税

部分の損益計算書上の表示方法 

実務対応報告第12号「法人事業税

における外形標準課税部分の損益計

算書上の表示についての実務上の取

り扱い」（企業会計基準委員会 平

成16年２月13日）が公表されたこと

に伴い、当事業年度から同実務対応

報告に基づき、法人事業税の付加価

値割及び資本割36百万円を販売費及

び一般管理費として処理しておりま

す。 

項目 
前中間会計期間末 

（平成16年９月30日） 
当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度末 
（平成17年３月31日） 

※１．有形固定資産の減

価償却累計額 1,042百万円 1,152百万円 1,103百万円 

  ２. 受取手形割引高 1,358百万円 ───── ───── 

 ３．保証債務 

  

  

次の関係会社について借入金に対し

支払保証を行っております。 

 U.S.UNI ELECTRONICS  

CORPORATION 

277百万円（2,500千米ドル） 

───── ───── 

 ４. 債権流動化に伴う 

    買戻義務 

0百万円 ───── ───── 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

※１．営業外収益のうち重要なも

の 

      

受取利息 0百万円 0百万円 1百万円 

※２．営業外費用のうち重要なも

の 

      

支払利息 2百万円 0百万円     3百万円 

 ３．減価償却実施額       

有形固定資産 54百万円 52百万円 116百万円 

無形固定資産 4百万円 4百万円 8百万円 



（リース取引関係） 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

リース物件の所有権が

借主に移転すると認め

られるもの以外のファ

イナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額        

  

  

取得価
額相当
額 
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

中間期
末残高
相当額 
(百万円)

有形固
定資産 

86 50 35

ソフト
ウェア 

13 4 8

合計 100 55 44

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損

失累計額相当額及び中間期末残

高相当額 

取得価
額相当
額 
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円)

中間期
末残高
相当額 
(百万円)

有形固
定資産

70 45 24

ソフト
ウェア

13 7 6

合計 84 53 30

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額 

  

取得価
額相当
額 
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円)

期末残
高相当
額 
(百万円)

有形固
定資産

75 44 31

ソフト
ウェア

13 6 7

合計 89 50 39

  ２．未経過リース料中間期末残高相

当額 

２．未経過リース料中間期末残高相

当額等 

   未経過リース料中間期末残高相

当額 

２．未経過リース料期末残高相当額 

  １年内 17百万円

１年超 28百万円

合計 46百万円

１年内 15百万円

１年超 17百万円

合計 32百万円

１年内 16百万円

１年超 24百万円

合計 40百万円

  ３．支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

３．支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額、減損損失及び支払利息相当

額 

３．支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

  支払リース料 10百万円

減価償却費相当

額 
9百万円

支払利息相当額 0百万円

支払リース料 9百万円

減価償却費相当

額 
8百万円

支払利息相当額 0百万円

支払リース料 21百万円

減価償却費相当

額 
19百万円

支払利息相当額 1百万円

  

  

４．減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし残存

価額を零とする定額法によって

おります。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

  

  

５．利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息相

当額とし、各期への配分方法に

ついては、利息法によっており

ます。 

５．利息相当額の算定方法 

同左 

  

                 

                

                

（減損損失について）  

  リース資産に配分された減損損失

はありません。 

５．利息相当額の算定方法 

同左 



（有価証券関係） 

 前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはあり

ません。 

（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１株当たり純資産額 1,447円86銭

１株当たり中間純利益 81円52銭

１株当たり純資産額 1,564円87銭

１株当たり中間純利益 71円99銭

１株当たり純資産額 1,512円91銭

１株当たり当期純利益 139円04銭

潜在株式調整後１株当たり中間純

利益金額については、潜在株式が

存在しないため記載しておりませ

ん。 

潜在株式調整後１株当たり中間純

利益金額については、潜在株式が

存在しないため記載しておりませ

ん。 

潜在株式調整後１株当たり当期純

利益金額については、潜在株式が

存在しないため記載しておりませ

ん。 

  
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

中間（当期）純利益（百万円） 917 809 1,597 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － 33 

 （うち利益処分による役員賞与金） 

（百万円） 
－ － (33) 

普通株式に係る中間（当期）純利益 

（百万円） 
917 809 1,564 

期中平均株式数（千株） 11,249 11,248 11,249 



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1)有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第32期）（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）平成17年６月29日関東財務局長に提出。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成16年12月16日

株式会社ユーエスシー     

取締役会 御中   

  あずさ監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 落合 孝彰  印 

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 山田 雄一  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社ユーエスシーの平成16年４月１日から平成17年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成16年４月１日か

ら平成16年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰

余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、株式会社ユーエスシー及び連結子会社の平成16年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間

連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な

情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、当社（半期報告書提出会社）が中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、そ

の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成17年12月16日

株式会社ユーエスシー     

取締役会 御中   

  あずさ監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 落合 孝彰  印 

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 山田 雄一  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社ユーエスシーの平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成17年４月１日か

ら平成17年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰

余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、株式会社ユーエスシー及び連結子会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間

連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な

情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、当社（半期報告書提出会社）が中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、そ

の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成16年12月16日

株式会社ユーエスシー     

取締役会 御中   

  あずさ監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 落合 孝彰  印 

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 山田 雄一  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社ユーエスシーの平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第32期事業年度の中間会計期間（平成16年４月１日から

平成16年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行っ

た。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明

することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社ユーエスシーの平成16年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成16年４月１

日から平成16年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、当社（半期報告書提出会社）が中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、そ

の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成17年12月16日

株式会社ユーエスシー     

取締役会 御中   

  あずさ監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 落合 孝彰  印 

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 山田 雄一  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社ユーエスシーの平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第33期事業年度の中間会計期間（平成17年４月１日から

平成17年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行っ

た。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明

することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社ユーエスシーの平成17年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成17年４月１

日から平成17年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、当社（半期報告書提出会社）が中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、そ

の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。 
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